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中国に設立した現地法人の経営上、資金融通の必要が生じる場合があります。今回は、外商投

資企業の資金融通方法に関して、その手法と手続きについて概説します。 

 

 

１．現地法人の資金融通方法 

現地法人に資金融通の必要が生じた場合には、大きく分類して以下のような方法による資金融

通が考えられます。 

◇現地法人の資金融通方法の分類 

 資金融通方法 

（1） 増資 
 

（2） 借入 

中国国外からの借入 

（外債） 

親会社（もしくは関連会社）からの借入 

金融機関等の第三者からの借入 

中国国内での借入 

関連会社からの借入 

金融機関からの借入 
中国地場銀行 

日系銀行 

 

２．増資 

増資は、現地法人の登録資本金を増加し、増加した金額を出資者から資本金として払い込む手

続きとなります。 

◇増資手続き 

 手続き 

1. 登録資本金増加に関わる登記変更手続 

2. 取引銀行での資本金口座の開設手続き 

（従前の資本金口座が残されている場合には不要） 

3. 出資者からの資本金の払い込み 

4. 験資報告書の作成（任意） 

 

現地法人に払い込まれた資本金は、「減資」もしくは「法人清算」の手続きが取られない限り、

出資者に払い戻すことができません。そのため、一般的には比較的長期の資金融通に対して適切

な手法と考えられています。一方、本レポポート 2022年 9月号でも取り上げたとおり、法令上、

現地法人の「有償減資」の手続きが認められますが、現状、特に製造業などの場合には減資が認

められない場合も見受けられるため、増資にあたっては減資の可能性について事前に十分な確認

が必要と考えられます。 
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３．借入 

増資と異なり、借入れは必要な金額を、必要な期間だけ資金融通することが可能です。一方、

借入れにあたっては通常、借入期間に応じて利息が発生し、元本返済に加えて利息支払いが生じ

る点が増資との大きな違いと言えます。 

（１）中国国内での借入 

中国国内での借入のうち、中国国内の金融機関からの借入の場合には、保証、担保設定などの

条件を満たす必要があります。一般的には、現地法人に中国国内に土地使用権や工場、棚卸資産

などの一定の評価が得られる資産がある場合を除き、中国地場銀行からの借入の可能性は小さい

ものと言えます。一方、①日本の金融機関などが信用付与することを前提として「中国地場銀行」

からの借入が得られる場合や、②日本本社との取引がある「日系銀行」が、日本本社が保証人と

なることを条件として現地法人に貸し付けを行う場合などもあります。 

（２）中国国外からの借入 

中国国外からの借入については、外貨管理上の手続き及び規制が設けられており、現地法人は

この規制の範囲内において借入を行うことが認められます。 

中国国外からの借入に関しては、以下のいずれかの方法を選択の上、借入枠の上限を計算し、

この上限の範囲内で借入を行うことができます。 

◇国外からの借入（外債）の借入枠の上限 

借入枠の計算方法 説明 

投注差方式 現地法人が定款で規定する「投資総額」と「登

録資本金」との差額を上限とする方法 

短期借入（1 年以内）の場合には、返済によっ

て借入枠は回復しますが、中長期借入（1 年

超）の場合には、返済しても借入枠は回復しま

せん。 

マクロプルーデンス方式 現地法人の財務諸表上の「純資産」を基準と

し、その 2倍を上限とする方法 

（ただし、「借入額」については、一定のリスク

評価を加えた「借入評価額」を基準とする） 

例えば、中長期（1 年超）の日本円建ての外債

の場合には、契約上の「借入額」を 1.5 倍した

数値が「借入評価額」とされ、この「借入評価

額」が借入枠の上限を上回らないことが条件と

なります。 

中国国外からの借入を行う場合、以下の手続きが必要となります。 

◇国外からの借入（外債）に関する手続き 

 手続き 

1. 外貨管理局における外債登記手続き 

2. 銀行での外債専用口座の開設手続き 

3. 貸主からの「借入金」の払い込み 
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